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けていた外国人登録者数は 1990 年で 100 万人を突
破しており、その増加傾向はさらに続き、景気の回


























2014 年 10 月末現在において 78 万 7627 人で、前年
同期比で７万 0123 人（9.8％）増加し、２年連続で
過去最高を更新している16。外国人雇用に関して、
国籍別状況で見ると、中国が 31 万 1831 人、ブラジ






東京が１位（22 万 8871 人、全体の 29.1％。前年同
期比 16.9％増加）、次いで愛知（８万 4579 人、全体
の 10.7％。前年同期比 7.7％増加）、神奈川（４万








































































ルが 5120 人と最も多い。次いで中国が 2674 人、そ
してフィリピンが 1381 人、韓国・朝鮮が 1316 人、







































































































































































































































児童生徒数は７万 3289 人で、７万 1545 人であった
2012 年度より 1744 人（2.4％）増加している36。こ
の７万 3289 人のうち、日本語指導が必要な児童生
徒は２万 9198 人であり、２万 7013 人であった前回






































































































動日数は 227 日で本 NPO の中心的事業と捉えられ





その後、2006 年には、本 NPO からの提案がきっか
けで開始された豊田市の不就学調査実施に協力し、
現在もこの不就学調査は随時実施されている。 
 ②NPO 法人トルシーダ（代表 伊東浄江） 
本法人の活動は、1998 年から豊田市駅周辺でボラ
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1 「日本人の総人口、27 万人減少 出生数も過去最
少」日本経済新聞 電子版 2015 年７月 11 日
（http://www.nikkei.com/article/DGXLASFS01H4C_R
00C15A7I00000/、2015 年 11 月 24 日最終閲覧）。総
務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世
帯数（平成 27 年 1 月 1日現在）」
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地域社会デザイン研究 第 4 号（2016） 
                                                                                    
（http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01gyo
sei02_03000062.html、2015年 11月 24日最終閲覧）。 
2 2015 年７月 29 日に国際連合により公表された
2015 年版世界人口推計では、2000 年を 100 とした指




ィントンポスト 2015 年９月 26 日
（http://www.huffingtonpost.jp/nissei-kisokenky
ujyo/population-decline_b_8193050.html、2015 年





















スト 2015 年９月 26 日
（http://www.huffingtonpost.jp/nissei-kisokenkyuj
yo/population-decline_b_8193050.html、2015 年









                                                                                    
tou/042/houkoku/08070301/009/005.htm、2015 年












こうして、1989 年に１万 4528 人であったブラジル
人の外国人登録者数が翌 1990 年には５万 6429 人、
1991年には 11 万 9333人と急増することになった。
近藤敏夫「日系ブラジル人の就労と生活」社会学部
論集 40 号（2005 年）１頁以下参照。築山欣央・大
沢秀介「多文化共生施策をめぐる課題－豊田市及び
静岡県を具体例として－」愛知学泉大学現代マネジ
メント学部紀要３巻１号（2014 年）25 頁以下。 
9 法務省入国管理局「平成 17 年末現在における外国
人登録者統計について」
（http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/pre
ss_060530-1_060530-1.html、2015 年 11 月 24 日
最終閲覧）参照。 
10 なお、不法残留者の数については、これも増加し
ていたが、1990 年時点でその数は 10 万人を突破し
た。1990 年７月１日時点のこの数値として 10 万










uukokukanri04_00051.html、2015 年 11 月 24 日
最終閲覧）を参照。 





















.html、2015 年 11 月 24 日最終閲覧）。 
13 宮島喬・鈴木江理子『外国人労働者受け入れを問
う』（岩波書店、2014 年）12 頁。 
14 これに至る前、1960 年代後半から企業による「研
修生」受け入れが見られるようになり、法整備とし






nsangyo_const_tk2_000084.html、2015 年 11 月 24
日最終閲覧）。
16 厚生労働省「『外国人雇用状況』の届出状況まと
め（平成 26 年 10 月末現在）」
（http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000072426.h
tml、2015 年 11 月 24 日最終閲覧）。 
17 中川正春ほか「<座談会> なぜ今、移民問題か」
中川正春ほか『なぜ今、移民問題か』（藤原書店、
2014 年）12 頁〔中川発言〕。 
18 鈴木・前掲注(4)78 頁。 
19 鈴木・前掲注(4)82 頁以下。 
20 ここでの数値は、保見ケ丘等地域別データとの整
合性のため 2014 年 10 月１日のものを用いている。
豊田市「豊田市の人口 2014 年 10 月１日現在人口
詳細 Excel データ」
（http://www.city.toyota.aichi.jp/shisei/tokei/10046





2015 年 11 月 27 日最終閲覧）も参照。 
21 法務省の在留外国人統計の最新の数値では、2015
年６月末時点で、豊田市の外国人総数は１万 4414
人で、国籍別ではブラジルが 5600 人、中国が 2727
人、フィリピンが 1531 人、韓国・朝鮮が 1334 人、
ペルーが 713 人、その他 2509 人と続いている。総
務省統計局「在留外国人統計 市区町村別 国籍・地
域別 在留外国人 月次 2015 年６月 」
（http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?lid=00
0001139146、2015 年 11 月 27 日最終閲覧）。 
22 豊田市国際課・前掲注(20)５頁以下。 
23 2009 年３月に策定された「豊田市国際課推進計






年 11 月 27 日最終閲覧）。 






















地域社会デザイン研究 第 4 号（2016） 
－経済成長率を超える幸福度指標の提案－』（金融財
団事情研究会、2012 年）。 
28 スティグリッツ・前掲注(27)76 頁以下。 














Intercultural cities: governance and policies for
diverse communities,
http://www.coe.int/t/dg4/cultureheritage/culture/c
ities/default_en.asp (last visited Nov. 27, 2015).
33 北脇保之「インターカルチャー政策に基づく自治
体外国人政策のフレームワーク」シリーズ多言語・







































また最下位 12 年ＯＥＣＤ調査」日本経済新聞 電
子版 2015 年 11 月 24 日
（http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG24H8




43 最近の調査として、2014 年８月 21 日に子どもの






法人トルシーダ 2014 年度（平成 26 年度）活動報
告書」（2015 年）、「NPO 法人子どもの国第 14 回通
常総会（2015 年６月 27 日）資料」による。




45 「プレスクール きらきら」は 2013 年度から豊田
市の委託事業となり、継続している。本事業は、2010
年度に愛知県のプレスクールのモデル事業として








tml、2015 年 11 月 29 日最終閲覧）参照。 
47 力石啓史「子どもの貧困対策としての教育」生活
福祉研究 87 号（2014 年）56 頁以下。 
48 ドラッカーは「非営利組織の資金不足はいわば宿
命のようなものである」という。P.F.ドラッカ 『ー非





































（原稿受理年月日 2015 年 12 月 7 日） 
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